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研究成果の概要（和文）：　家族経営、地域社会、そして農業委員会内においても期待されるのは、「女性なら
ではの」能力の発揮である。女性の新規就業や農業委員を増やす際のパターナリスティックな言説戦略として
も、「女性ならでは」が使われる。これは、世代を問わないアンコンシャス・バイアス（無意識の思い込み）の
強化につながっている。
　世代間の違いは、団体・グループ活動のあり方にみられる。地域社会を基盤とするグループ・団体は、政治的
社会化の母体となることもあった。若手世代はネットワークをつくり、そこに経営補完的意味を見出している。
世代と交差する参画の位相間の非連続性が、農林漁業地域における男女共同参画の停滞をもたらしている。

研究成果の概要（英文）：     Women are expected to demonstrate distinctive abilities in farm 
management, within their communities, and even on agricultural committees. The term "unique to 
women" is also deployed as a paternalistic discourse strategy to introduce more women into the 
workforce and institute them on agricultural committees in increasing numbers. This strategy leads 
to the reinforcement of unconscious bias across generations.
     Generational differences may be noted in the manner of organizing associations and group 
activities. Community-based groups and associations sometimes formed the bases of political 
socialization. The younger generation devised web-like interconnections and found complementary 
managerial value within them. Gender equality in the agriculture, forestry, and fishery domains has 
stagnated because of the intersection of generations through disjointed phases of participation.

研究分野：社会学
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
近年、政策的なポジティヴアクション効果により、地域の意思決定の場における男女共同参画が一定の成果をみ
せている。しかし、女性枠にあて職として登用するといった数の論理による方策は、女性たちに壁をのり越える
意義を認識させない。壁をのり越えた先を見すえている場合でも、自身の問題意識を社会に対してどのように発
信し解決に結びつけるのか、その回路を発見できていない。これらの指摘は、公共性（Habermas,J）、意思決定
の場の質確保（辻村みよ子）、住民の主体化（中田実）といった3つの観点からジェンダー平等をめぐる課題を
考える際の手がかりとなる。同時に、質の論理による方策を考える手がかりとなることを意味する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

本研究は、主に 2013 年度～2015 年度挑戦的萌芽研究「農林漁業地域における『地域の壁』形
成に関する探索的研究」(研究代表者 藤井和佐)(以下「前研究課題①」と略記）において試行し
た方法論と、2014 年度～2017 年度基盤研究(B)「農家女性の現状と政策に関する総合的研究」
(研究代表 大内雅利)(以下「前研究課題②」と略記）において得られた知見をふまえた発展的研
究である。 

農村社会は慣習とジェンダーとによって構成されており(秋津元輝・藤井和佐・澁谷美紀・大
石和男・柏尾珠紀,2007,『農村ジェンダー――女性の地域への新しいまなざし』昭和堂)、政治
的意思決定の場への女性の参画が都市社会以上に困難を極めている状況は、いまもって変わっ
ていない。近年は、政策的なポジティヴアクション効果もあって、地域の意思決定の場における
男女共同参画が、一定の成果をみてきたのは確かである。例えば農業地域においては、農業委員
の全農業委員に占める女性割合は 2005 年に 4.1%であったものが、10 年後の 2015 年には 7.1％
となっている（各年 10 月 1 日現在、農林水産省調べ）。 

しかしながら、女性の農業委員数・比率において長く全国 1 位をたもってきた長野県の男女共
同参画に影を落とす兆しが、ここ数年で確定的なものとなってきている。行政がまちづくりの協
働相手を自治会とした結果、自治会が利益誘導の母体となり、男女共同参画を推進してきた女性
団体の集票マシーン機能が低下したのである。くわえて、女性団体自体が新規メンバーを入れら
れず弱化している。一方で、次世代の若手農業者たちは、既存の団体に目を向けず、独自のつな
がり方によって活動し始めている。それは長野県のみならず、北海道、岡山県など、近年、調査
に向かった先々で出あった現象である。 

ここに地域の「壁」をみることができるのではないだろうか。この地域の「壁」は、政治的意
思決定の場に女性が参画「できない」構造的要因であるとともに、参画「しない」要因ともなっ
ていると考えられる。 
 

２．研究の目的 

このようにたち現れる地域の「壁」とは何だろうか。これを明らかにしない限り、女性の政治
参画が進むことはない。そこでこの問いを明らかにするために、本研究は、前研究課題①で得ら
れた方法論的試行の結果を活用し、主に以下の 3点を明らかにすることを目的とした。 

(1)地域特性と異なる位相におけるジェンダー状況との関係：合併自治体、島社会、開拓地、
米どころといった地域特性をもつ調査対象地の設定により、「壁」の多義的要素を明らかにする。
そのうえで、一定の特性をもった地域社会に交差するジェンダー状況を問題とする。女性の役割
の果たし方は、経営のあり方、農家と非農家、移住者と旧住民、範域限定型の社会参画の場とネ
ットワーク型の社会参画の場、土地の所有・非所有、入会・水利などの権利の有無、自治体合併
経験の有無といった、対比的に位置づけることのできる位相において異なる様相を示す。このこ
とから、女性が各位相内においてどのような地位にあるのかを明らかにする。 

(2)地域イッシューへの関与のあり方： CPS(Community Power Structure)理論を援用し、コミ
ュニティづくりやメンバー・リクルートメントのあり方などの地域イッシューに関与している
のは誰なのか、影響力を及ぼしているのは誰なのかをとらえることによって、意思決定のあり方
の具体を明らかにする。 
（3)生活、土地への関与のあり方と価値意識の変容：前研究課題①および②では、生活のあり
方や農地などの土地への関与のあり方、男女共同参画にたいする価値観などに世代による段差
がみられた。さらに、当事者の生活も、土地への関与のあり方・価値観も変容していく。このよ
うな生活史上の変容や世代差に影響する要因をさぐることで、「壁」のたち現れ方を明らかにす
る。 
 

３．研究の方法 

(1)メンバー構成：本研究は、ジェンダー論的アプローチのみならず、地域社会学的アプロー
チをとっている。そして上記の目的を達成するために、地域社会学・村落社会学、社会保障論・
社会政策論、労働社会学、ジェンダー論、農業経済学、農村計画の各専門領域の研究者を招集し
た。世代をキーコンセプトとしていることもあり、メンバーの年齢構成に配慮した。 

(2)調査フィールド：男女共同参画の先進県の長野県と女性起業先進県の高知県のほか、農業
関係の政策的支援が大きく、農業展開が農業協同組合などの意思決定の場にも影響を及ぼして
いると考えられる北海道および沖縄県、そして酪農・果樹・稲作・施設野菜など多様な農業のあ
り方を示し、地方版農業女子ネットワークの第 1号が誕生した岡山県を選定した。とりわけ北海
道は男女共同参画の後進地域であるという指摘がある一方で、「農業女子」の活動が活発である
ことや、沖縄の神事における女性役割のあり方も見逃せない。これらの道県内において行政範域
による壁を想定できる平成および昭和の自治体合併時のイッシューを残す合併自治体にくわえ
て、文化的差異が顕著な島社会、土地・農地への意識に特徴のあると考えられる開拓地を選定し



 

 

た。さらに、稲作が日本の社会と文化の基層を形作ってきたという指摘(細谷昂,2016,『庄内稲
作の歴史社会学』御茶の水書房,ⅲ）にもとづき、米どころとして米単作専業農家地帯とそうで
はない兼業農家地域を選定した。また、稲作地域のみならず畑作地域、果樹地域、畜産・酪農地
域、そして漁業地域を入れることによって比較対照する。 

(3)調査方法：文献調査、資料調査、機関紙などのメディア分析のほか、現地調査（フィール
ドワーク、農業者の活動現場における参与観察、聞きとり調査、生活史調査）、質問紙調査を実
施した。 

①聞きとり調査：研究期間を通して各事例地域における聞きとり調査により、家族経営体など
への経営参画、自治会などの範域が明確な地域組織への地域参画、女性農業者等のグループ・団
体活動やネットワーク活動などの（狭義の）社会参画、農業委員会や地方議会などへの政治参画
といった異なる位相におけるジェンダー状況および地域イッシューへの関与のあり方、世代差
を明らかにした。なお基本的に現地を訪問しての面接調査を想定していたが、新型コロナウイル
ス蔓延時期においては、各所在地・所属機関による移動制限や調査対象者からの要望があったた
め、WEB ミーティングシステムを使用して聞きとり調査を行なった。 

②生活史調査：くわえて、生活、土地への関与のあり方と政治参画等にたいする価値意識の変
容を明らかにするために、農業委員や地方議員を中心に沖縄県八重山地域、和歌山県伊都地域、
岡山県日生地域、長野県において地域における女性リーダーの生活史調査を行なった。地域環境、
家庭環境、農業・職業生活とのかかわりをとらえている。 

③質問紙調査：これらフィールド調査において得られた知見の妥当性の範囲を確認するとと
もに理論の精緻化、そして意思決定の場への女性の参画の動向をとらえることを目的に、農業委
員・農地利用最適化推進委員（以下、「農業委員等」）を対象とする質問紙調査（「農業委員・農
地利用最適化推進委員の現状と制度的課題に関するアンケート」）を実施した。 

当初は 2年目に、農家経営・役割分担のあり方、生活時間、地縁組織への加入状況や各種グル
ープへの参加状況、意志決定の場への参画状況などを把握するために、3 団体の会員へ質問紙調
査を予定していた。ひとつは、政治参画も指向する北海道全域を範域とする地域横断的・世代横
断的女性農業者団体であるが、直近にアンケート調査が実施されていたため調査禍となること
を避けた。また、沖縄県の女性組織連絡協議会や女性団体ネットワークの加入団体にあっては、
解体状態となったためとりやめた。これらの 3 団体の主要メンバーに対しては、個別に聞きとり
調査を実施した。 

北海道における農業委員等質問紙調査は、北海道農業会議の協力のもと道内の農業委員等に
対する質問紙調査が実施可能となったため、北海道の女性農業者団体質問紙調査の代わりに実
施することとした。農業委員等の特徴、農業委員等への就任について、現在の活動状況、農業委
員等に対する考え方、農業委員等以外の仕事や活動、役職や地域にたいする意識について、家族
状況、農業経営や農業へのかかわり方を主な内容とする。調査項目作成においては、北海道農業
会議事務局のアドバイスを得た。 

北海道は、農業のあり方が地帯構造をとっており、また経営耕地が大規模であるなど、他地域
とは比較にならないほど異なっている。このこともあって、北海道の結果を一般化することはで
きない。そこで農業会議事務局の協力が得られた岡山県、高知県、長野県においても同様の内容
の質問紙調査を実施した。北海道と農業構造が異なることはもちろんであるが、岡山県は農業委
員にしめる女性の割合が全国最下位から徐々に高まっていったが、近年は停滞しているという
状況にある。高知県は、有業者と管理的職業従事者にしめる女性割合がともに全国 1 位（総務省
「就業構造基本調査」2012 年）であった。また、長野県は農業委員にしめる女性の数・割合とも
に全国 1 位から順位を落としつつある。このような特徴をもつ道県の集計結果を比較分析する
ことによって、農業委員等をめぐる性別あるいは世代別の意識差などを明らかにする。 
 
４．研究成果 
(1)研究の主な成果 
 上記の調査から得られた本研究における主な成果として、大きく 3 つを指摘することができ
る。 

第１に、「女性枠」にあて職として女性を登用するというように、参画が「女性活躍」のパタ
ーナリスティックな推進による場合、女性たちに壁をのり越える意義やのり越えた先の活動が
認識されていない場合があるという点である。 

女性政策が「人権原理」から「人材原理」に変化しているなか、家族経営においてのみならず
地域社会・農業委員会内においても期待されているのは、「女性ならではの」能力を発揮する「人
材」であった。女性の新規就業や農業委員を増やす際の言説戦略としても、「女性ならでは」が
使われる。農業委員等質問紙調査においても女性役割への期待・遂行につながることとして、こ
の言説が男女問わず根づいていることが明らかとなった。これは、アンコンシャス・バイアス（無
意識の思い込み）の強化に機能する。機械作業を誰がやるのかなど、世代を問わずとらえられた
性別役割分担意識につながっていると考えられる。 

他方で世代間の違いとしてとらえることができたのは、団体・グループ活動のあり方である。
地域社会を基盤とする既存のグループ・団体等は、政治的社会化の母体となることもあった。し
かし生活改善グループ（農村生活研究グループ）が解体化傾向にあると同時に、次世代はそこに



 

 

は参加せず、ネットワーク的な集まりをつくっている。そこでの関心は、経営に資することので
きる情報や活動である。その背景に見え隠れするのは、経営に役立つ活動ならば黙って見送ると
いった家族経営体がもつ旧来からの価値観であった。これも 1つの壁であろう。 

第２に、壁をのり越えた先にある活動を見すえている場合でも、自身の問題意識を社会に対し
てどのように発信し解決に結びつけるのか、その回路を発見できていない点である。 

「参画できない/しない」ことに影響すると考えられる生活課題として、女性の労働のあり方・
生活時間がある。アンペイドワークには、家事・育児等とともに社会参加活動も含まれる(天野
晴子,2015,「生活時間とアンペイドワーク」伊藤純・斎藤悦子編著『ジェンダーで学ぶ生活経済
論[第 2 版]――現代の福祉社会を主体的に生きるために』ミネルヴァ書房,116 頁)。本研究にお
いては、政治参画を生活のなかにどのように組み込むのかを問題としたが、その具体的手法とし
て、生活課題としてある個人の問題を社会に連続させる方法論としての長野県の課題（問題）解
決学習があった。しかしながら、生活改良普及員制度がなくなり、その手法が世代間で受け継が
れていない今、政治参画は生活と切り離されたところにあると考えられる。 

経営参画と社会参画とには連続性が認められるが、社会参画と政治参画とは連続していない。
これは、生活改善グループやそれを基盤とする団体・組織は、地域社会を範域としていたことか
ら、そこへの参画は地域参画を意味するものでもあった。農業協同組合婦人部（女性部）が地域
婦人会（女性会）とメンバーを一にしていたのはそれを端的に示しており、これは農家生活と地
域生活とが一体であったことを意味する。（もちろん地域内において男性が意思決定の主導権を
握る自治会・町内会と婦人会のように、地域参画といってもそこに地域内性別役割分業があるこ
とを忘れてはいけない。）地域と農業とが断絶し農村がなくなったといってもいい現在（日本村
落研究学会企画・藤井和佐編,2021,『日本農村社会の行方――〈都市‐農村〉を問い直す』農山
漁村文化協会）、そこで生活する次世代にとって、ネットワーク型の団体への参加といった社会
参画が経営参画と結びつきながらも、そこに政治的社会化機能が付随しないならば、社会参画と
政治参画とは連続性をもたないことになるのである。 

第３に、意思決定の場に参画するよりも、まずは経営を重視したいという言説に危うさがある
という点である。女性が経営主となることや経営体として安定していることが、地域の壁をのり
越えることに必ずしもつながるわけではない。 
 経営主は男性、女性は労働者といった位置づけのなかで、女性も経営に参画しようということ
は当然のことながら意味あることである。くわえて経営の安定は重要であり、政治参画によって
経営に支障が出るようでは本末転倒である。ただ、意思決定の場の公共性を考えた場合、経営が
万全でないメンバーもそこにいることに意味があるのではないだろうか。安定した経営体ばか
りによる意思決定を批判的にみる農家もあった。多様な属性の参画を保障できるようなしくみ
づくりが必要である。 
 以上を通してみると、経営参画、地域参画、社会参画、政治参画の各位相のあり方と各位相間
の関係性をとらえることが重要であることがわかる。その結果、2つの課題を示すことができる。 

１つは、経営参画、地域参画、社会参画、政治参画の各位相において築かれてきた女性役割と
それを内面化している女性たち、自覚的に参画戦略として「女性ならではの感性・能力」という
言説を使うこと、その結果として参画の場において強化されるアンコンシャス・バイアスという
課題である。そしてもう 1つは、経営参画と地域参画、社会参画と政治参画の非連続性を起因と
して、農林漁業地域における男女共同参画が足踏み状態にあるという課題である。 

後述するように、多世代あるいは世代交代・世代間継承のできた団体等に、参画の各位相をつ
なぐ機能を見出していきたい。 
 
(2)得られた成果の国内外における位置づけとインパクト 

「壁」をキーワードとした研究といえば、憲法学者の辻村みよ子のものがあげられる。辻村は、
「男女共同参画を阻む『壁』も、社会全体に構造的に形成され、労働・家族政策や税制等によっ
て補強された性別役割分業に基礎をおくものであった」と述べる。その「壁」を可視化し、「『壁』
を超えるための多元的ガヴァナンスの確立と担い手の育成が不可欠であり、そのための法整備
（中略）、組織と担い手の強化（中略）も必要となる」(辻村みよ子,2011,「男女共同参画型の
多元的ガヴァナンスへ」辻村みよ子編『壁を超える――政治と行政のジェンダー主流化』岩波書
店,14頁)と主張している。本研究もこの主張に同意するものである。しかし、「壁を超える」と
いう表現に含意されているのは、政治的意思決定の場に参画できる/できないという権利の問題
である。同時に、女性たちを取り巻く生活環境に目を向けたとき、権利の問題にくわえて、参画
する/しないという義務の問題が交差しているという点は見逃せない。つまり、参画「できない」
ことと「しない」こととの両者に通底する要因を明らかにする必要があったわけである。本研究
における地域の「壁」は、その要因を意味している。上述した研究成果にあるように、参画の各
位相の連続性と非連続性、そこに交差する世代差にその要因をみた。 

このようなジェンダー論的アプローチによる成果のみならず、地域社会学的アプローチをと
ったがゆえに明らかになったことがある。 

地域の歴史的文化的文脈に埋め込まれている「壁」は、男女、新旧住民を問わず、「壁」の中
にいる者にとっては価値あるものであるという知見を前研究課題①から得ている。その共有さ
れている価値観が地域アイデンティティを顕在化させており、そこに異質なものが関係をもと



 

 

うとしたときに壁が立ちはだかる。同時に、アンコンシャス・バイアスも、女性が経営体や地域
社会において、また参画の場において性別役割としてはたしてきたことに対する価値づけ・意味
づけが源泉となっていると考えられるのである。女性参画の戦略としての「女性ならでは」とい
う言説にそれがあらわれている。 

そして男女共同参画は、いずれの性も意思決定に携わらないということがあってはならない
という公共性論上の課題である。そして地域コミュニティの維持・存続・創出が、とりわけ農山
漁村においては喫緊の課題となっている今、男女共同参画はその課題解決の方策のひとつとし
て位置づけられる。しかし、 地域社会の解体をとどめるために重視されている地域アイデンテ
ィティは、壁としても機能することがある。このような壁の実態を明らかにしたことによって、
地域社会の維持・存続・創出のために壁をつくらない新たな公共性論を提供できる。さらに、意
思決定の場への女性の参画が、権利の段階から義務の段階にいたるためのみならず、男性も含む
参画主体が、十全に義務を遂行できるための条件整備の実践的方策の提供につながる。 

 
(3)今後の展望 

 この新たな公共性論と実践的方策の具体化を考えねばならない。そのために、まずは女性たち

が自身の問題意識にもとづき、主体的かつ自律的に意思決定の場に参画する手がかりを得る必

要がある。このことは、質的なジェンダー平等がはたされている場＝公共的な場の確保につなが

る。 

 本研究において、就農女性の政治的社会化機能を担ってきたと考えられる組織・団体と、「農

業女子プロジェクト」を基盤とする次世代の就農女性たちのネットワークとを対比的にとらえ

ることから見えてくるものがあるだろうことが明らかになっている。そのひとつが、社会参画指

向が異なるという世代的特徴を背景に、ネットワークが（地域コミュニティを意味しない）コミ

ュニティとして機能しているのではないかという点である。 

この点を明らかにするとともに、もう１つ注目されるのが、男女共同参画の先進地域といわれ

てきた長野県の農業地域において男女共同参画が停滞している要因として、女性団体の衰退が

あるという点である。この要因として世代交代がうまくいかなかったということを指摘できる。

他方で世代交代がうまくいっている、つまり活動指向の継承がなされながらも、メンバー構成を

一新できている北海道の女性農業者ネットワークや、かつては運動団体としても機能した全国

の女性農業者を会員とする NPO 法人がある。あるいはダイバーシティ的メンバー構成をもって

いるようなネットワークや団体・組織もあるかもしれない。それらに注目することによって、新

たな政治的社会化機能を担う母体を見いだせるのではないだろうか。クオータ制が導入された

ときに、単なる数合わせに終わらせず、女性の参画が実質的な意味をもてるようにするためにも、

政治的社会化は重要である。次世代がつくるネットワークコミュニティが、政治的社会化の母体

となる可能性をとらえることを次の研究課題としたい（2023 年度～2026 年度科研採択課題「現

代日本における女性農業者の社会参画指向とネットワークコミュニティ形成のあり方」（基盤研

究(C)、課題番号 23K11685））。 
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